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研究ノート
臨時性収入の家計消費への影響に
関する一考察：標準世帯の場合
橋 本
?
子
1. 問題意識
日本経済の特質の一つにその高い貯蓄率I)をあげることができよう。漸減傾向にはある
ものの，近年もなお家計部門の貯蓄率は14.1%(1990年）と高い水準を維持しており 2),
他国と比較してもその高さはきわだっている3)。
それではなぜ日本の貯蓄率は高いのだろうか。
これまで日本の高貯蓄率に関する研究は数多くなされてきている〔1, 4, 5, 7〕。
その要因として，必ずしも経済に直接関連しない，日本人の気質や倫理観あるいは様々な
社会学的要因をも含む広い分野に関する仮説が提唱されている〔8〕が，現在もなお完全
1)家計部門の貯蓄性向（家計の可処分所得に占める貯蓄の割合）は1960年代I 70年代初
頭を通じて上昇し， 74年に23.2彩に達した後，ほぼ一貫して漸減している。 1960年以
降90年までの貯蓄率を5年ごとにみてみると， 14.5,15.8, 17.7, 22.8, 15.6, 14.1 
彩となっている（経済企画庁「国民経済計算年報』）。
2)このような貯蓄率の高さはこれまで多くの議論の対象となってきた。 1950年代中期以
降のいわゆる高度成長の主要な要因としてあげられ， また，（開発途上国の）貯蓄率
と経済成長の因果関係が議論されるきっかけとなった。また，近年では， 日本の貿易
黒字が大きな問題となっているが，それが構造的なものであるとの議論において，国
内投資の緩慢さと共に話題とされることが多い。
3)主要先進諸国の貯蓄性向は次表のように推移している（日本銀行調査統計局「国際比
較統計』）。
年 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イクリア
1972 18.2 7.5 6.8 14.4 13.7 21. 6 (彩）
1980 17.9 7.3 1. 2 12.8 1. 4 20.5 
1990 14.1 7.3 4.9 13.9 12.2 15.6 
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にそのメカニズムが解明されたとは言えない段階にあると考えられる。最大の貯蓄主体で
ある家計部門の貯蓄行動，あるいはそれと表裏をなす消費行動を把握していくことは，高
齢化社会の到来，等の大きな転換期を間近に控えている日本経済の今後の展望を考えてい
くうえで重要であろう 4)。
家計の貯蓄率の高さに関する仮説のうち，制度的な側面に着目したもので， 日本の賃金
形態の特質であるボーナス制度に高貯蓄率の理由を見出だそうという考え方があり 5), 関
連していくつかの実証研究もなされている〔10〕。
本稿は，この仮説の妥当性をみていくうえでの一つの側面として，異なる性格を持つ収
入があるときに，家計が消費支出を決定していく上でその用い方に違いがあるかどうかを
検討していくものである。すなわち，各勤労者世帯において，世帯主が勤め先から稼得し
た所得のうち，定期性（再現性）を持つものと臨時的なものが支出行動に対してそれぞれ
どのように影響するかについて分析を行なっていく 6)。
本稿の構成は以下の通りである。第2節において，今回用いるデータについてのべ，そ
の項目について検討を行なう。加えて，それらの観察期間中の動き，特徴を検討する。第
3節において分析の枠組みがのべられ，実証結果が検討される。第4節においては今回の
分析で得られた結果についてのまとめと残された課題がのべられる。
2. 分析に用いていくデータ
本稿では，「家計調査年報』（総務庁統計局）の「＜標準世帯>年間収入階級別1世帯当
たり年平均1カ月間の収入と支出＜勤労者世帯＞」の年次データを用いて，ボーナス（臨
時収入）が各家計の消費支出にどのような影響を与えているかを検討していく。
ここで標準世帯とは， 4人世帯で有業人員が1人，すなわち，夫婦と子供2人の4人で
構成される世帯のうち有業者が世帯主1人だけの世帯を意味している。対象が勤労者世
4)石川〔3〕も述べているように， とりわけ，家計所得の成長率の高さ，高齢者層の貯
蓄率の高さ，地価あるいは住宅価格の高さ，により貯蓄率が高められているとの議論
は今後十二分に吟味される必要があるであろう。
5)日本以外のボーナス制度を運用している国，イタリア（脚注3)参照），韓国，台湾，
などの貯蓄率も高いことが知られている〔9,12〕。
6)一般には必ずしも世帯主が勤め先から所得を得るとは限らず，また家計における収入
の稼得者は世帯主だけには限らない。しかし，次節で述べるように，本稿では勤労者
世帯の中の標準世帯のデークを用い分析を行なっていくため，本文で述べた項目の違
いにのみ焦点をあてて分析を行なっていくことができる。
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帯7)であることからこの世帯の経常収入の大半を勤め先収入が占めており，また，標準世
帯であることから妻，あるいは他の世帯員の収入の項目を考える必要がないので，世帯主
収入の内訳の特徴がどのようにして消費支出の決定に反映されているかを明確に分析する
ことができる。なお，階級分類の際用いられた年間収入は過去1年間の現金収入である。
さて，このデータにおいて，収入あるいは支出はそれぞれ表1に掲げるような項目に分
表1 家計の収支項目
支出こ外の支出,L:!塁出
注1)標準世帯を考えているので、勤め先収入は世帯主収入に等しい。
2)定期収入とは毎月決まって支給される収入であり（例．本給、扶養・住宅・通
勤手当、役付き手当、残業手当）、臨時収入は賞与を除いたその月に限って支
給される収入（例．奨励金、報奨金、昇給差額）、賞与はボーナス、年末（年
度末、期末）手当て、などをさす。
3)事業収入とは、原則として店舗を構えて業務を営んで得た収入のうち、家計に
繰り入れた分。
4)他の経常収入とは、財産収入（例．預貯金利子、株式配当金、家賃・地代など
の収入）、社会保障給付、仕送り金、より構成される。
5)特別収入とは定期性、再現性のない収入をさし、受贈金、その他、より成る。
6)実収入以外の収入とは、預貯金引出、保険取金、土地家屋借入金、月賦・掛
買、有価証券売却、財産売却、などの資産の減少あるいは負債の増加。
7)繰入金は前月の月末における世帯の手持ち現金残高。
8)実支出は消費支出と非消費支出に分かれる。消費支出はいわゆる生活費に対応
しており、非消費支出は税金、社会保険料の支払い、などに対応している。
9)実支出以外の支出は、資産の増加あるいは負債の減少を意味する支出であり、
預貯金、保険掛け金、土地家屋借金返済、月賦払、有価証券購入、財産購入、等。
7)勤労者世帯とは，世帯主が会社，官公庁，学校，工場，商店などに勤めている世帯を
いう。ただし，世帯主が社長，取締役，理事など会社団体の役員である世帯は除かれ
ている。
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けて考えられている。
表1に掲げた諸変数の関係は，次のように表わすことができる。
実収入＋実収入以外の収入＋繰入金＝実支出＋実支出以外の支出＋繰越金
＝消費支出＋非消費支出＋実支出以外の支出＋繰越金
よって，資産に関連する実支出以外の支出と実収入以外の収入の差をあらためて財産収
入，繰越金と繰入金の差額をその他の収入，と定義するならば，
実収入＝消費支出＋財産収入＋それ以外の収入＋非消費支出
と表わすことができる。本稿ではこれらの変数のうち， 実収入と消費支出の関係に着目
し，実収入の中の定期性の高い部分と逆に臨時性（一時性）の高い部分が家計の支出行動
にどのように影響しているか，分析を行なってい＜。
今回用いた標準世帯のデータの槻察期間は1963(昭和38)年から1991(平成3)年までの
29年間である。各年のデータは家計の年収により階級分けが成されており， 63年から78年
までは16階級， 79年以降は17階級に分類されている8)。それらのうち，階級は用意されて
いても集計世帯数がなかった場合を取り除くと， データの総数は合計465個であった叫
表2は，主だった項目の観察期間中における動きを概観するために， 3年ごとに階層間
表2 主要な収支項目の観察期間中における動き（名目値）
年 i実収入 慮更）（臨9齢）財産収入 I 消費支出嬰消需 1塁』し棗
64 57951 43382 11795 8077 44029 5125 0.241 
67 79377 58687 17123 12070 58743 7346 0.281 
70 110495 77569 28703 18377 81459 9415 0.336 
73 160127 112584 41985 27920 115206 14703 0.416 
76 248502 180055 59390 41971 179149 24618 0.633 
79 309374 228523 68742 53953 215356 37614 0.762 
82 372623 275497 83445 59161 254483 56466 0.886 
85 423002 308281 100452 72998 279124 68725 0.942 
88 460530 339944 105994 89133 297815 73308 0.948 
91 511079 372065 122699 100447 333091 79002 1. 033 
単位は円，（ ）内は内数であることを示す。
8)なお，階級数は同じであっても，年により階級の内容（対応している所得）は異なる
場合がある。
9)最終的に分析に用いたデークの階級数は， 63年： 16, 64-68年： 15, 69・70年： 16, 
71年： 15, 72年： 14, 73年： 15, 74-78年： 16, 79-87年： 17, 88-90年： 16, 91年
: 17階級である。
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の平均値をまとめたものである。参考のため，該当する年の消費者物価指数（総合）をも
あげた（基準年は199位p)。名目値では各項目とも期間を通じて順調に増加してきたこと
が観察される。増加の度合がもっとも大きかったのは7吟こ代中頃であるが，これは第1次
石油危機による物価の高騰によるところが大きく，実質値を計算してみると伸びは非常に
小さいか，逆に臨時収入および賞与，財産収入，消費支出などの項目では減少に転じてい
表3 主要な収支項目の観察期間中における動き（実質値）
年 実収入 （収定 期入） （臨＋時収賞入与） 財産収入 1 消費支出非消費支出
63 226504 168573 46759 31823 171026 19953 
64 240461 180008 48942 33515 182693 21266 
65 245440 183623 47735 37393 183335 22568 
66 260413 191649 53502 38199 194255 24181 
67 282480 208851 60936 42954 209050 26142 
68 288000 212672 62017 45307 215432 24804 
69 303808 217292 75138 48564 227538 25388 
70 328854 230860 85426 54693 242438 28021 
71 342612 242306 87348 53896 255301 28882 
72 365462 260602 91110 63677 264726 31831 
73 384921 270635 100925 67115 276938 35344 
74 389116 268170 107108 71232 274395 35337 
75 38?851 281967 90910 71151 276839 33585 
76 392578 284447 93823 66305 283016 38891 
77 382463 279711 81929 66092 212625 40268 
78 392248 289918 87356 69116 274961 44702 
79 406003 299899 90213 70804 282619 49362 
80 399780 293242 92502 69928 275705 50454 
81 405370 298163 92362 62680 283647 56092 
82 420568 310945 94182 66773 287227 63731 
83 427913 319811 93932 71039 287169 67643 
84 439464 327147 97725 71563 295724 69480 
85 449047 327262 106637 77493 296310 72956 
86 453798 336060 104497 80494 295243 75695 
87 460808 346504 99301 84154 298065 ?5654 
88 485791 358591 111808 94022 314151 77329 
89 482761 a5ma 111572 93401 315154 72846 
90 492609 359212 117351 97373 317853 77877 
91 494752 360179 118779 97238 322450 78478 
単位は円，（ ）内は内数であることを示す。
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ることが観察された。
これらの動きをより詳しくみるために，観察期間における各項目の実質値を表3にまと
めた。太字で表わされている数字はその項目が前年より減少していることを示している。
60年代， 70年代初頭にはほとんどみられないが，第1次石油危機を契機に実質値が減少し
ている場合が各項目でみられる。項目により再び増加に転ずるスピードに違いがあり，多
くの項目は第2次石油危機の結果再度実質的に減少している。 80年代にはいっては着実な
増加がしばらくみられたものの， 86年以降，ほとんどの項目が減少に転じている。とりわ
け，臨時収入および賞与が実質的に減少している時期が頻繁に観察された。
以上，平均値からみた各変数の時系列的な動きを概観したが，これらはあくまで各年の
平均値であり，いずれの年においても各階層ごとに様々な動きがみられる。なかには全般
的にみられる傾向からかなりかけ離れた値を取る階層もあり，それらの場合の多くが非常
に標本数の小さい階層に生じている場合を考えあわせると，統計処理の際になんらかの手
立てを取る必要が生じるものと考えられる。この点については第3節で考察していくこと
とする。
3. 実証結果
本稿では，第2節で検討した収支項目のうち，消費支出に家計の異なる性格を持つ収入
がどのように影響しているかを検討していく。
今回対象とした家計は，勤労者世帯でありまた標準世帯であるので，収入のほとんどは
経常的な収入である世帯主の勤め先収入からなっている。実収入に占める勤め先収入の比
率は60年代には95%前後であったが，緩やかに上昇し， 70年代には約96%,80年代中期以
降には約97%を占めるにいたっている。勤め先収入は定期収入，臨時収入（その月に限っ
て支給される収入，例．奨励金，昇給差額，など）および賞与に分類されている。定期収
入の勤め先収入に占める割合は70年代初頭に72~74%に落ち込んだのを例外として，一貫
して7割強 (75~79%)を占めている。なお， 勤め先以外から得られる実収入には，事
業・内職収入，他の経常収入（財産収入，社会保障給付，仕送り金），特別収入（受贈金，
その他）があるっ
上記の実収入（以下， Yという記号で表わす）の細目は， その内容・性格から， (1)定
期収入 (YR),(2)臨時収入および賞与 (YI),(3)(1), (2)以外の実収入 (YO), に3分さ
れると考えられる。 YRは毎月決まって支給される収入であり，家計は基本的にこの金額
を念頭にその消費行動を計画すると考えられる。 YIもまた勤め先から得られる収入であ
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り，少なからずその金額についての予想が成り立つものではあるが， 第2節の分析から
も明らかなようにその時々の景気の影響を受けやすく，変動しやすいため，必ずしも YR
と同様には日常的な支出行動に結び着かない可能性がある。
本稿の目的は，このような性格を持つと思われる YIが消費支出 (CS)に対してどの
ような影響を与えるのか， YRの影響と異なるのか否か，異なるとすればどのように異な
るのか，検討を行なっていくことである。
ここでは消費関数をもっとも簡単な形として， 各収入の1次式として考えることにす
る。
まず， 29年にわたる観察期間のそれぞれの年のデータを用いて推定を行なっていく。こ
の時， 1)それぞれの年においていずれの階層のデータを用いるか， 2)クロスセクショ
ンデータを用いていく上で，誤差項の分散不均一性に対応するためになんらかのウェイト
を推定の際に用いるか，の2点が問題になってくると考えられる。
それぞれの年において，全ての階層のデータを用いて推定を行なった場合， 74,75年に
おいては定数項の推定値がマイナスとなった。表4に，代表例として，実収入全体で消費
支出を説明した場合の各年の推定結果をあげた。
今回用いたデータについて各変数の動きを階層ごとに細かく銀察していくと，特に分布
の両端あるいはそれに近い階層では他の階層の示している傾向から突出した行動がみられ
ることがあった。これは，これらの階層の対応する所得範囲が広いこと，また往々にして
標本数が少ないことに影響されていると考えられる。妥当な結果の得られなかった74,75 
年について，推定の対象から一般的な傾向とは異なる消費パターンを持つ可能性のある階
層を除いた場合の推定を試みてみた。これらの年においては全ての階層データを用いた場
合定数項でマイナス値が得られていたが，順次推定対象とする階層を両端から減じていっ
た結果，両端の2階層ずつを削った場合， 7砕三で CS=1301.82+. 7009Y ]?2=. 981, 
(. 22) (23. 60) 
75年で CS=1796.76+.6974 Y R呈 .989と定数項についてプラスの推定値が得られ
(. 35) (31. 30) 
た。しかしながら，このような方法を用いても，いずれの年でも定数項について有意な推
定値は得ることができなかった。
次に，推定の際のウェイトについて以下の5つに関連する場合を考慮した。ア）各階層
の標本数，イ）各階層の実収入，ウ）各階層の実収入を2乗した値，工）各階層の標本数
と実収入，オ）各階層の標本数と実収入の2乗値。上記の74,75年における分析結果を除
153 
620 関西大學「経清論集」第43巻第4号 (1993年10月）
表4 単一年のデータを用いた場合の推定結果
年 I定 数 項 実収入項 7.?_2 
63 6983(1. 79) . 6526(13. 20) 0.920 
64 12520(3.00) . 5364(11. 05) 0.896 
65 12642(7.52) . 5471 (28. 88) 0.983 
66 13899(4.12) . 5364(15. 42) 〇.944 
67 13046(7. 04) . 5547(29. 84) 0.985 
68 18677(4.69) . 5068(13. 02) 0.923 
69 13534(6.21) . 5923(32. 30) 0.986 
70 14868(9.09) . 5955(47. 66) 0.993 
71 17960(7.75) . 5839(35. 53) 0.988 
72 23343(6.47) . 5311 (20. 48) 0.970 
73 14584(0.96) . 6278(9. 48) 0.864 
74 -45350(-2.54) . 9798(11. 86) 0.903 
75 -40548(-1. 92) . 9247(10. 67) 0.883 
76 25927(4.48) . 6111 (30. 03) 0.984 
77 58737(10.68) . 4930(26. 72) 0.979 
78 41850(9.16) . 5607(36. 06) 〇.989 
79 51852(6.03) . 5190(21. 27) 0.966 
80 35049(3.00) . 5888(23. 02) 0.971 
81 69489(6.06) . 4944(20. 19) 0.962 
82 70112(6. 11) . 4944(20. 44) 0.963 
83 42502(4.93) . 5519(29. 79) 0.982 
84 69238(13.00) . 4994(44. 13) 0.992 
85 71855(13. 59) . 4892(45. 22) 0.992 
86 89972(9. 14) . 4398(21. 58) 0.967 
87 86786(7.97) . 4475(19. 83) 0.961 
88 77979(7.98) . 4735(23. 88) 0.974 
89 73112(7. 99) . 4986(27. 22) 0.980 
90 73201 (10. 40) . 4960(35. 67) 0.988 
91 100470(7.70) . 4509(20. 77) 0.964 
推定は OLSによる。（ ）内は t値。
いて他の年では必ずしも特定の階層を推定対象から取り除く必要性が考えられなかったこ
とから，各年において全階層のデータを用いて比較検討を行なった。その結果，いずれの
ウェイトを用いても推定値が大きく変化したり，改善される（より安定した，妥当な値が
得られる）方向に動く傾向はみられなかった。 74,75年の結果が改善されるケースもな
く，かえって，標本数に関連したウェイトを用いた場合には67,68年において定数項の推
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定値が妥当とは考えにくい，非常に大きな値をとった。
以上各年の結果について検討を行なったが， (1)74, 75年の例からも明らかなように，
推定の際，全ての階層を用いるのでなく，行動の突出している階層を除いて考慮していく
必要の生じる場合があると考えられる。しかしながら，いずれの階層を除くかという問題
は単に表面的な結果のよしあしに頼るのでなく，何らかの根拠を持って行なうべきであ
り，今回の分析ではそこまでの準備は行ないえていない， (2)誤差項の不均一分散の問題
を克服するためにウェイトを用いて推定することを考えたが，今回の分析の枠組みにおい
ては考察対象としたウェイトはいずれも結果が芳しくなかった， (3)表4には消費支出を
実収入で説明する場合をあげたが，それ以外の説明変数を用いた場合にも各年において安
定した，経済的な常識に照らして妥当と思われる結果は必ずしも得られなかった。また時
間の推移において推定値に何らかの傾向がみられるということも観察されなかった。
そこで，次に，全ての年のデータをプーリングして推定を試みることにする。上記の結
果に鑑みて，全ての階層データを用い，誤差項の分散は均ーであると仮定して分析を進め
る。プーリングの際，定数項のみに，時点による変化が生ずる可能性があると仮定し，ダ
ミー変数を用いて推定を行なった。
考察の対象として消費支出 (CS)を様々な収入で説明するモデルを考えた。収入とし
て， Y(=YR+YI+YO, 実収入）およびその内訳である YR,YI, YOを考慮し，考
察しえるかぎりの組み合わせを考えた。ただしその際には， (1)必ず定期収入 (YR)が何
らかの形で説明変数に入っていること， (2) YRについでは臨時収入 (YI)を説明変数に
入れること， の2条件を設けた。よって，説明変数には YR,YRI(=YR+YI), YRO 
(=YR+YO)などの定期収入に関わる変数が必ず入っており， 説明変数が2つの場合
に YRとYOといった組み合わせは考慮しないことになる。この結果，表5あるいは表
6にあげた9つのモデルが考察対象となった。
表5の上部は，考察対象とした9モデルを全ての期間のデータを用いて推定した結果で
ある。定数項に関するダミー変数の推定結果についてはここでは示していないが，全ての
モデルにおいて60年代および70年代初期の時点のダミー変数は有意でなく，一方73年以降
のダミーはいずれの年についても有意であった10)。表5にあげられている結果は， 73年以
降の各年に関するダミー変数を定数項に課した場合の推定結果である。
10)各収入項の係数に，時点によるダミー変数を考慮した場合も，同様に， 73年以降のダ
ミー変数が有意となった。
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表5 フ゜ーリングによる推定結果（全期間のデータを用いた場合）
定数項I 収 入 項 I元2
19121 (11. 03) • 5169(79. 26) Y 0.975 
全 13239(6.64) . 8074(69. 43) YR 0.968 
期 20059(10.94) . 5332(74. 47) YRI 0.971 
間 12220(6.58) . 7698(75. 13) YRO 0.972 
＾ 
20630(9.84) . 5113(13. 00) YR . 5744(7. 83) YI 0.971 
63 22006(11. 62) . 3869(10. 44) YR . 7388(11. 80) YIO 0.975 I 
91 17446(10.64) . 4710(55. 84) YRI 1. 7674(11.16) YO 0.978 
包 18412(9.27) . 5419(15. 63) YRO . 4672(6. 85) YI 0.975 
18612(10.01) . 4252(11. 95) YR . 5561 (8. 59) YI 1. 7802(11. 23) YO 0.978 
20480(16.14) • 5025(103. 81) Y 0.987 
63 14679(10.15) . 7862(92. 25) YR 0.983 I 
73 21360(15.89) . 5187(97. 56) YRI 0.985 
お 13767(10. 13) . 7484(98. 69) YRO 、0.985
よ 19693(12.87) • 5832(19. 96) YR . 3962(7. 23) YI 0.985 び
76 20427(14.49) . 5050(17. 73) YR . 4983(10. 24) YIO 0.987 
I 19559(15.68) . 4802(74. 00) YRI 1. 1335(8. 97) YO 0.987 
91 18473(12. 81) . 5737(22. 54) YRO . 3599(7. 15) YI 0.987 年
18568(13. 15) . 5205(18. 73) YR . 4057(8. 05) YI 1. 1133(8. 77) YO 0.987 
推定は OLSによる。（ ）内は t値。
収入に関わる項の係数値に着目していくと，実収入 (Y)のみを説明変数に考えた時は
消費性向は .52とかなり低い値を示しているが，定期収入 (YR)のみを用いると.81と
高い値を示す。このことは家計がより正確に予測しえる定期収入に着目して消費行動を決
定しているのではないか， との予想に沿った結果であり，これを裏付けるように，より変
動の大きいその他の収入 (YO), 臨時収入や賞与 (YI)を定期収入に付け加えて考えた
場合には消費性向が下がることが観察された。この時の下がり具合は (YRに YOを加
えた） YROよりも (YIを加えた） YRIを説明変数とした場合に大きかった。 しかし
ながら， 説明変数を複数個にした場合には上記の傾向に合致しない動きがみられた。た
とえば YRと YIでは定期性のある YRの消費性向が高くなると予想されるのである
が， 推定結果では逆に YIの係数の方が大きかった。同様に， YRとYIO, YRIと
YO, YR, YIと YOを説明変数としたモデルでも， 単一の説明変数を用いた場合得ら
れた結果とは反して，定期性収入の消費性向の方が臨時性収入よりも小さいとの結果が得
られた。とりわけ特異な動きを見せたのはその他の収入 (YO)の係数であり，その推定
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表6 プーリングによる推定結果（前期および後期に分けた場合）
1定数項 ・1 収 入 項 I R2
12305(12. 92)-. 5688(62. 61) Y 0.968 
6179(6.54) . 8899(68. 47) YR 0.973 
63 12422(13.32) . 5982(63. 84) YRI 0.969 
I 6563(6.53) . 8248(64. 03) YRO 0.969 
7922(6.47) . 8046(19. 70) YR . 1793(2. 20) YI 0.974 
72 7859(6.90) . 7958(20. 36) YR . 1717(2. 55) YIO 0.974 
年 12346(13.23) . 5894(50. 16) YRI . 1804(1. 24) YO 0.969 
8872(7.00) . 7178(18. 27) YRO . 2426(2. 88) YI 0.971 
7870(6.44) . 7955(19. 22) YR . 1728(2.12) YI . 1688(1. 26) YO 0.974 
40591(8.79) . 4982(84. 64) Y 0.972 
73 32951(6. 21) . 7795(73. 72) YR 0.964 
41541 (8. 44) . 5138(79. 16) YRI 0.968 
76 32096(6.48) . 7430(79. 27) YRO 0.968 
I 39976(7.88) . 5590(15. 45) YR . 4285(6. 34) YI 0.968 
41255(8.70) . 4763(13. 56) YR . 5359(8. 95) YIO 0.972 
91 39647(8.90) . 4726(59. 85) YRI 1. 2383(7. 79) YO 0.974 
年 38509(8.13) . 5544(17. 64) YRO . 3861(6. 24) YI 0.972 
39073(8.51) . 4899(14. 42) YR . 4409(7. 20) YI 1. 2288(7. 67) YO 0.974 
推定は OLSによる。（ ）内は t値。
値は1を越えて非常に大きな値を示した。
単一年で行なった推定では74,75年に他の年とは異なる動きがみられる可能性が示され
たが，この影響がプーリングデータを用いた湯合にも生じているかを検討するため，この
2年間のデータを除いた期間についての推定を行なってみた。この場合にもダミー変数は
73年以降の各年で有意であった。結果は表5の下部にあげた。 74,75年のデータを除いた
ところ，説明変数が1変数である場合のみならず，説明変数を複数にした場合においても
定期性の高い収入の消費性向の方が臨時性のある収入よりも高いという仮説を支持し得る
結果が出た。 YRとYIを説明変数とした場合，定期収入の係数は .58,臨時収入の係数
値は .40と推定された。説明変数を YROとYIとした場合もほぼ似通った結果が得ら
れている。しかしながら，この推定期間においても YOに関する係数値は高く， 1を越
えた推定値が得られた。
表5に表わした2種類のダミー変数を用いた推定結果から73年以降消費構造が変化した
可能性が考えられ，また， 74,75年の消費動向は他の年に比べてかなり異質であると思わ
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れる。そこで，推定期間を前半 (63年より72年まで）および後半 (73年以降91年まで，た
だし74,75年は除く）に分けて推定を行なってみた（結果は表6)。どちらの場合におい
ても，説明変数が1つの場合には先に行なった2ケースと同様の傾向 CYの係数は比較
的低く，一方 YRの係数は高い。 しかし臨時性のある収入が加わることにより YRO,
YRIと係数値は小さくなる）がみられた。前後期に分けた場合， どちらの期間において
も， 2番目のケースのように，定期性のある収入の消費性向が臨時性収入に比べ高い傾向
が説明変数を複数にした場合にもみられた。特徴的であったのは，推定期間を前半期間に
限った場合には，他の3ケースで生じた YOに関する非常に大きな推定値はみられなか
った。また，前後期の推定結果を見比べた時，概ねの傾向として， YRに関わる収入の消
費性向は前半期に高く，逆に臨時性の高い収入に関する係数値は後半期に高いことが観察
された。
4. まとめと残された課題
本稿では，「家計調査年報」の標準世帯を対象とした勤労者世帯のクロスセクションデ
ター (1963~91年）を用いて，家計の消費支出行動に，実収入のうちの定期性の高い部分
（勤め先収入のうちの定期収入）と高くない部分（勤め先収入のうちの賞与の部分，勤め
先収入以外の収入）が異なる影響を及ぽしているかどうかについて検討を行なった。
非常に限られた分析ではあったが， 不安定な動きを見せた期間 (74,75年）を取り除
き，データをプールすることにより，定期性収入と臨時性収入の消費性向が異なる可能性
があること，異なる場合定期性収入の消費性向の方が高いと考えられること， との結果を
得た。
しかしながら，今回の分析では未解決の，あるいは考慮されなかった問題点も多い。
第1の問題は用いたデータに関してよりいっそうの吟味を行なう必要があることであ
る。今回の分析では，時系列的にみたとき74,75年の支出行動をうまく説明できない場面
が多かったが，この問題を解決するには，推定期間中に何らかの構造変化が生じていない
か，生じているとしたらいつの時点で起こっているのか， どのような構造変化であるの
か， どういった推定手法を用いればその時点をも含めて支出行動が説明できるのか， とい
った事柄についての解明が必要であろう。なお，今回定数項にダミー変数を用いた分析に
おいて73年を契機に支出行動が変化している可能性が示された。これがどの程度強いもの
であるか，何によるものであるのか，今後詳しく検討してみる必要があると思われる。
また，階層データについての扱いも今回は不十分な点が多かった。突出した行動には相
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応の理由があるのではあろうが，他方一部の階層の行動に左右されて一般的な傾向が隠れ
てしまう危険性も高く，推定に用いるデータの選び方にはより一層の工夫が必要であろ
う。さらに，かなり長期にわたるデータを用いたことから階層の変遷の問題，年により階
層別にみた標本の分布の形状が異なっていること，さらには世帯主の平均年齢が階層によ
って異なり，年によってその傾向も異なること，など，様々な点に関して留意した分析を
行なっていく必要があろう。
第2に推定における問題がある。この問題はさらに，その枠組みの問題と手法の問題の
2つに分けて考えることができよう。枠組みの問題としては，たとえば，今回は消費支出
を被説明変数として選んだが，この時耐久消費財に関する支出も含んだ形で分析を行なっ
た。しかしながら，平生の定期収入で日常的な非耐久消費財を購入し，耐久消費財はボー
ナスで購入するといった支出行動も考えられるように，耐久消費財と消耗財に対する支出
行動は異なる可能性が高い。収入の特性の違いによる支出行動への影響をより正確に考え
るためには，この区別を明確に行なう必要があろう。また，今回は収入を定期収入，臨時
収入，その他の収入に 3分したが，特にその他の収入の推定結果は芳しくなかった。その
他の収入の内容は事業・内職収入，財産収入，あるいは受贈金と多岐にわたっており，そ
の金額についての予測可能性という観点からみてもかなり性格の異なるものが混在してい
る。今回推定がうまくいかなかった理由の一つには，その他の収入の位置づけがうまくな
されていなかったことがあると思われる。
手法の面では階層データの取り扱いがうまくいかなかったこととも関連するが，クロス
セクションデータを用いていることから誤差項の分散がに不均ーである可能性が高いと思
われるのに対して今回の分析においてはうまくウェイトを見出だすことができなかった。
また，今回分析対象とした諸変数，すなわち消費支出，定期収入をはじめとする様々な収
入の間の相関関係は高く，多重共線性が発生している可能性が高いが，今回はこの点につ
いては未検討である。さらに，プーリングデータを用いた分析に生じる可能性のある問題
〔11〕に対しての充分な対応もなされなかった。プーリングデータの推定の際には，非常
にシンプルな形で，定数項のみに，時点間のみで係数が変化するダミー変数を用いたが．
階層間での変化あるいはダミー変数といった形ではなく確率的に変化が起こりえるような
分析の枠組みについても今後考慮する必要があるであろう。
なお，本稿は日本の家計部門の高貯蓄率を説明するための分析の一端を担うものとし
て，消費支出と実収入の関係のみに着目し，また，勤労者世帯のみの，さらに標準世帯に
限った行動を分析したものである。収支いずれの項目についても分析対象を拡張し，一般
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世帯をも含めた，世帯主以外の構成員の収入の影響をも考慮した分析を行ない，家計部門
の行動について充分に解明していくことは，今後，残された課題である。
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